
大塚オートサービス株式会社 （単位：円）

【 74,938,614 】 【 184,415,639 】

現 金 及 び 預 金 32,102,295 買 掛 金 15,138,420

売 掛 金 25,221,216 短 期 借 入 金 127,916,047

商 品 21,818 未 払 金 9,402,318

原 材 料 3,341,154 未 払 費 用 7,734,226

貯 蔵 品 277,922 未 払 消 費 税 7,708,100

前 払 費 用 1,825,063 契 約 負 債 1,230,999

未 収 入 金 10,890,326 預 り 金 6,885,529

未 収 法 人 税 980,200 賞 与 引 当 金 8,400,000

立 替 金 1,420,620

貸 倒 引 当 金 △ 1,142,000

【 640,783,277 】

（ 622,291,873 ） 【 46,164,322 】

建 物 321,520,799 退 職 給 付 引 当 金 34,339,322

構 築 物 16,260,160 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 11,825,000

機 械 装 置 76,921,809

車 両 運 搬 具 10,498,154

工 具 器 具 備 品 18,185,800

減 価 償 却 累 計 額 △ 301,730,616

土 地 480,635,767 230,579,961

（ 1,970,427 ）

電 話 加 入 権 421,709 【 485,141,930 】

ソ フ ト ウ エ ア 1,548,718 資 本 金 50,000,000

（ 16,520,977 ） （ 435,141,930 )

出 資 金 110,000 利 益 準 備 金 6,330,000

繰 延 税 金 資 産 16,051,977 別 途 積 立 金 125,000,000

差 入 保 証 金 219,000 繰 越 利 益 剰 余 金 303,811,930

営 業 保 証 金 140,000 うち当期純利益 17,620,319

485,141,930

715,721,891 715,721,891資産合計 負債・純資産合計

純資産の部

( 無 形 固 定 資 産 )

【 株 主 資 本 】

(投資その他の資産 ) ( 利 益 剰 余 金 )

純資産合計

負債合計

【 固 定 資 産 】

( 有 形 固 定 資 産 ) 【 固 定 負 債 】

貸　借　対　照　表
2022年12月31日　現在

資産の部 負債の部

【 流 動 資 産 】 【 流 動 負 債 】



その他の有価証券
　時価のないもの ／

商　品 ／
原材料 ／
貯蔵品 ／

有形固定資産 ／

無形固定資産 ／

貸倒引当金 ／

賞与引当金 ／

退職給付引当金 ／

役員退職慰労引当金 ／

消費税等の会計処理 ／ 税抜方式によっております。

２．株主資本等変動計算書に関する注記

(1)当事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式 1,000株
(2)剰余金の配当に関する事項

決議 ： 2022年３月15日定時株主総会
株式の種類 ：
配当金の総額 ：
1株当たりの配当額 ：
基準日 ：
効力発生日 ：

　②基準日が当事業年度の属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの
決議予定 ：
株式の種類 ：
配当金の原資 ：
配当金の総額 ：
1株当たりの配当額 ：
基準日 ：
効力発生日 ：

5,300円

2023年３月20日

2021年12月31日
2022年３月16日

2023年３月17日定時株主総会
普通株式
利益剰余金
5,300千円

2022年12月31日

最終仕入原価法による原価法

(3)固定資産の減価償却方法

7,700円

ソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を、そ
の他の無形固定資産については、法人税等の規定に基づく定額法を採用しておりま
す。

(4)引当金の計上基準

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しております。

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上して
おります。

従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給額により計上して
おります。

役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し
ております。

(5)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

定率法
ただし、1998年4月1日以降に取得した建物(附属設備を除く)並びに2016年4月1日以
降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　6～65年　機械装置及び車両運搬具　2～15年
その他　4～13年

　①配当金支払額等

普通株式
7,700千円

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益の低下に基づく簿価の切下げの方法）

最終仕入原価法による原価法
最終仕入原価法による原価法

【個別注記表】

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法


